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 背景

 研究開発型大学等発ベンチャーデータベースの構築

 地域イノベーションとの関連性分析

 研究開発型ベンチャー（大学発含む）の地理上の表示システム
（ベンチャーマップ（β版））：過去の委員会で取り上げた地域
の可視化

 企業の属性別の成長戦略

 研究開発型大学等発ベンチャーの課題に関するアンケート調査



出典：文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課大学技術移転推進室「平成28年度大学等における産学連携等実施状況調査」

大学等発ベンチャーには、市場性が予測できない新規技術の実用化へ
の貢献に期待がかかる。一時期の停滞を経て近年再増加中。

大学等発ベンチャーの設立数の推移
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順位 名称
時価総額
（百万
円）

1 (株)メルカリ 400,350
2 (株)ＭＴＧ 200,384
3 (株)ミクシィ 182,434
4 サンバイオ(株) 171,769
5 (株)ＰＫＳＨＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 130,717
6 (株)ティーケーピー 108,104
7 ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ(株) 100,401
8 (株)ジャパンインベストメントアドバイザー 96,732
9 日本アセットマーケティング(株) 95,281
10 (株)ラクス 89,883
11 ＲＰＡホールディングス(株) 83,702
12 ラクスル(株) 82,125
13 (株)ヘリオス 74,813
14 (株)マネーフォワード 74,211
15 (株)イトクロ 67,586
16 そーせいグループ(株) 66,990
17 弁護士ドットコム(株) 66,958
18 (株)ユーザベース 66,252
19 ＵＵＵＭ(株) 59,092
20 オイシックス・ラ・大地(株) 56,918

時価総額上位の大学等発ベンチャー（2018/10/26）
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データ出典：Yahoo! JAPAN ファイナンス

一部の大学等発ベンチャーは急成長を遂げている。特徴として研究開発型。

東証マザーズ 時価総額ランキング上位20社

順位 名称
時価総額
（百万円）

・・・ ・・・ ・・・
265 ペプチドリーム (株) 462,546
・・・ ・・・ ・・・

1018(株)ユーグレナ 53,193

・・・ ・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・

東証一部 時価総額ランキング
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研究開発型大学等発ベンチャーに関与する大学等所属
研究者の特定
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研究開発型大学等発ベンチャーに関与する大学等所属研
究者の発明の被引用

7

0

100

200

300

400

500

600

0 100 200 300 400 500 600

合計被引用/出願件数≧1.0

合計被引用/出願件数<1.0

被引用数

出願数

＊2

（＊1）

＊1 被引用数は特許出願日の差を考慮した補正は行っていないため、直近の特許出願数が多い研究者の被引用数は低く
なりやすい傾向がある点に留意が必要。

＊2 出願数または被引用数の多い、研究開発型大学等発ベンチャー創出・育成に積極的に関与する研究者群

出願数又は被引用数の多い、研究開発型大学等発ベンチャー創出・育成に
積極的に関与する研究者群が存在する。

出典：新村和久、犬塚隆志（2016）研究開発型大学等発ベンチャー調査2016 科学技術・学術政策研究所DISCUSSION PAPER No.139



地域イノベーションの分析における研究開発型大学等発
ベンチャーデータの活用
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出典：RESAS（2016/6/6アクセス）＊RESAS
地方自治体の様々な取り組みを情報面から支援するために、まち・ひと・しごと創生本部事務局が提供する、
産業構造や人口動態、人の流れなどの官民ビッグデータを集約し、可視化するシステム

鶴岡

近年、鶴岡では研究開発型大学等発ベンチャー（Spiber社等）が複数設立さ
れ、地域イノベーションの成功事例として注目を集めている。
⇒鶴岡を対象に、研究開発型大学等発ベンチャーと地域クラスター形成の関
連性を分析。



鶴岡における地域イノベーションのクラスター形成プロセス
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◇クラスター形成プロセスを関与組織で展開

研究拠点形成の萌芽
段階

出典：新村和久（2016）地方創生のHorizon
（前編）地方創生と起業環境－大学発ベン
チャーデータを用いた鶴岡における地域イノ
ベーション進展過程の分析－ STI Horizon

研究開発型大学等
発ベンチャー設立

ベンチャーへの支援、
ベンチャーからの波及
（域内外連携）



鶴岡における研究開発型大学発等ベンチャー設立プロセ
スの分析
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・HMT社に関連する大学研究者が発明者に含まれる特許出願
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株式上場年度： 2013設立年： 2003
出願数

・HMT社の設立に深く寄与したA教授、B教授の競争的資金情報（研究代表者のもののみ）

＊HMT社・・・ヒューマン・メタボ
ローム・テクノロジーズ株式会社

研究開発型大学等発ベンチャーから研究者情報まで辿ることで、設立に関与
するコア特許権や設立前後に関与した競争的資金情報の特定が可能。

出典：新村和久（2016）地方創生のHorizon
（前編）地方創生と起業環境－大学発ベン
チャーデータを用いた鶴岡における地域イノ
ベーション進展過程の分析－、STI Horizon



人口増減では測れない地域イノベーションの兆しを観測
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出典：RESAS（2016/4/13アクセス）

◇人口増減率（左：東京都、右：鶴岡市）

老年人口
生産年齢
人口

年少人口 総人口

地域イノベーションの兆しについて、RESAS等のデータに加え、研究開発
型大学発ベンチャーデータを活用した分析が可能となることが期待される。

人口増減だけでなく、幅広い指
標に基づく調査研究が重要。
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ベンチャーマップ：研究開発型ベンチャー（大学発含む）の
地図上の表示システム（β版）

今年中の公開に向けて調整中
マップに関する情報出所 ：企業住所情報・・・株式会社東京商工リサーチ

大学・研究機関情報・・・教育ソリューション株式会社
地図上の表示機能実装 ：株式会社ゴーガ
研究者・機関情報リンク ：科学技術振興機構（J-GLOBAL）
研究者公的研究費情報リンク ：株式会社バイオインパクト（日本の研究.com）



長野県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

132016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



徳島県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

142016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



兵庫県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

152016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



石川県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

162016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



静岡県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

172016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



福井県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

182016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



福岡県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

192016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



三重県の研究開発型（大学等発含む）ベンチャーの分布

202016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の企業を表示



企業の属性を踏まえた成長戦略の分析
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アミン
ファーマ
研究所

（千葉県）

悠心
（新潟県）

不二機販
（愛知県）

出典：各社HP、新村和久（2017）中小・大学発ベンチャー企業のHorizon（前編）
－産学連携を活用した中小・ベンチャー企業のイノベーション－、STI Horizon, Vol.3, No.2



企業の属性毎に成長戦略は異なる

22出典：新村和久（2017）中小・大学発ベンチャー企業のHorizon（前編）－産学連携を活用した中小・ベンチャー企業のイノベーション－、STI Horizon, Vol.3, No.2
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企業の属性ごとにアワード・公的資金獲得状況は異なる

23出典：新村和久、白川展之（2017）中小・大学発ベンチャー企業のHorizon（前編）－産学連携を活用した中小・ベンチャー企業のイノベーション－、STI Horizon, Vol.3, No.4
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国内ベンチャー投資動向
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投資先分布構成比・業種分布
（金額比率）

投資先分布構成比・業種分布
（件数比率）

合計772億円 合計1092億円 合計796件 合計827件

出典：一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター
ベンチャー白書2015 ベンチャービジネスに関する年次報告2015年度版

国内ベンチャーへの投資はIT関連が金額・件数共に約半数を占める。



民間リスクマネーの供給が少ない領域の企業の成長にとって重要な要因を
分析

大学 ？ ？

VC投資意欲

？

設立 アーリー エクスパンションステージ 成長

研究開発型
大学等発ベンチャー

初期投資額の低い
大学等発ベンチャー
（IT系など）

候補データ・実数把握
・研究者とグラントの関係
・母体大学の特定、など

促進要因、阻害要因 促進要因、阻害要因

候補データ・資金調達
・従業員数
・ベンチャー支援グラント、など

知的財産権で分類
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研究開発型大学等発ベンチャーの成長性分析



アンケート調査の概要

26

カテゴリ 設問

基本情報 大学等発ベンチャー該当の有無

基本情報 大学等の知識・技術の活用の有無

基本情報 自社研究開発の実施の有無

基本情報 従業員数の規模

基本情報 業種

基本情報 所属研究者の自社からの論文公表の有無

基本情報 研究開発状況

ヒト 雇用が困難となる人材の職種（創業時と現在の両方）

ヒト 人材面での困難解消の方法

モノ 資源確保（創業時と現在の両方）

モノ 資源面での困難解消の方法

カネ 資金調達で困難だった時期

カネ 資金調達先（時期ごと）

カネ 助成金・補助金の役割

その他 投資ファンド、または事業会社への出資の有無と目的

その他 大企業との連携目的・効果

その他 行政施策についての良い点、改善が期待される点（自由記述）

回収率・・・947社中653社に到達し、108社から回答（約17%）。
対象 ：2016年度調査時に存続が確認された2010年度～2016年度設立の研究開発型大学等発ベンチャー企業
調査期間：2018/2/20~3/20

出典：新村和久（2018）研究開発型ベンチャーの創出における大学研究成果の貢献性、第３３回研究イノベーション学会
科学研究費助成事業 JP17842106



基本情報：大学等発ベンチャーの属性
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出典：新村和久（2018）研究開発型ベンチャーの創出における大学研究成果の貢献性、第３３回研究イノベーション学会
科学研究費助成事業 JP17842106

（複数回答）



基本情報：大学等の知識・技術の活用
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ヒト：雇用が困難となる人材の職種
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モノ：資源面での困難性
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モノ：資源面困難性解消に貢献した組織
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カネ：資金調達の困難性
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カネ：資金調達先
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アンケート結果のまとめ
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ヒト

・技術人材の雇用の困難性が継続している

・雇用の困難性解消には、創業時に大学の貢献性が高く、その後民間

企業が上昇する

モノ

・創業時の設備・機器の確保の困難性が高い

・困難性の解消には大学、自治体の貢献性が高い

カネ

・創業当時に補助金・助成金の貢献性が高い

・現状のステージが進んだ研究開発型大学等発ベンチャーにおいて、

自己資金、金融機関の借り入れの利用割合が高い

大学技術の活用
・創業後の共同研究が多い。ただし、特許権譲渡、ライセンスは少ない
・分野は薬事法規制のライフサイエンス系が多い


